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1． ぱじめに

　 中国国内で現在実施 されて い る緑化活動 の 現状は以

下 の 通 りである。新中国が成立 して以来、中国国民が取

り組ん で きた緑化活動は 、1982 年から実施されて きた

　「全民義務植樹運動」 と呼ばれる大衆参力口の 緑化活動が

あり、1978 年か ら2050年まで実施される 「三北防護林

プ ロ ジェ ク ト」、1999年から2010年まで実施される 「退

耕還林 ・還草プ ロ ジ ェ ク ト」、2000 年から 2030年まで

実施 される 「生態環境建設プ ロ ジェ ク ト」 な どで構成さ

れて い る。こ の よ うに中国国民はさまざまな緑化活動を

推進 して きたが、2006年まで の 森林覆被率は 18．21％に

留ま っ て お り、 近年砂漠化の 進展 に より環境が悪化して

い る地域が出て きて い る。

　この よ うな背景の もとで 、 緑を愛し、 青い 地球の美し

い環境を保全する ことが人類共通の課題とする日本の緑

化ボランテ ィ アは、緑化活動を 日本国内で行 うだけでは

な く、言葉 、 国境を越 えて 中国をは じめ世界各国に広が

りつ つ ある 。

　中国にお ける 日本の 緑化団体活動に関する既往研究を

見ると、高橋智子 1冫が中国における日本の 緑化団体の 発

展過程、変遷と活動対象地の 分布を開らかにし、吉崎眞

司 2）が 中国内モ ン ゴル ホル チ ン沙地における砂漠化防止

と緑化活動の 現状を紹介した研究がある。しか し、中国

に お け る 日本の緑化ボ ラ ン テ ィ ア団体活動の 課題 、 活動

形態、 そ して 参力睹 の 意識に着目した研究は なされて い

ない
。

　そ こ で 、 本研究で は中 日緑化協力 を推進 して い くため

に、中国乾燥地における日本の緑化ボランテ ィ ア団体活

動を分析し、整理するこ とによっ て緑化ボランテ ィ ア団

体活動の 課題、活動形態、そして参加者 の意識、今まで

の 緑化ボ ラン テ ィ ア団体恬動が中国緑化の 中で果た して

い る役割を明らかにするこ とを 目的 とした。

2． 研究方法

　本研究の 目的を達成する為に次の ような調査 を実施し

た。日本で 中国乾燥地にお ける日本の 緑化ボラン テ ィ ア

団体活動の 現状を示す文献資料が乏 しい ため、 高橋智子、

吉崎真司の 文献を基 に 、 中国乾燥地 に おける 日本の緑化

団体の 形成過程 、 変遷、中国政府、日本政府の取 り組む

緑化政策等を概 観した 。 次に 、 主 に 内モ ン ゴ ル で緑化活

動を行 っ て い る 13 団体にっ い て郵送 によるア ン ケート

調査を行 っ た。 調査内容は 、 現地住民の緑化意識を高め

る為の 対策、現地住民 の 経済的な自立化に向けた取 り組

み、活動対象地、緑化活動の中で難しかっ た こ と、
一
番

必要で あるこ と、足 りない と思われるこ と、現地攻府、

住民との 協力関係などであっ た。調査期間は 2006年 2

月 13 日から2006年 3月 13 日であっ た。

　 その 上で、団体に対するア ン ケ
ー

ト調査か ら浮かび上

が っ た課題や現状をより深 く齷 するために、表一1 の

ように調査を行 っ た 。

表一1 調査内容の概要

項 目 調 査対 象 調 査 内容 期間

  日中緑 化 協 力委   小渕 基 金 の 実績、
団 員 会 技術 協 力、課 題

体   中国訪 日 団   植林 後の 管理、日
の

イ
ン

タ
ビ
ュ

  各 団体

（青 樹 会、地 球 緑 化

セ ンター、緑化 ネ ッ ト

ワ
ーク、日本 産 棠 開

本 の 緑 化 ボランティ

ア 団 体 活 勳 の 役 割．
捜 術 協 力

  各 団体 の 緑 化活

2006，7、侶
〜11．侶

「 発 青 年協 会 、日 本 動 実績、課 題、技 術

砂 漠 実践 協 会 ） 協 力、資金 等

中国 で の 緑 化 ボ ラン 参加 者の 属 性、参 加

ティア 参加 者 35 名 頻 度、緑 化 活 動の 中
ボ

ラ ア

ン ン

テ ケ

で 必 要なこと、中国

側 に 期 待す ること、
緑化 活 動 の 中 で問

2006．9．19
イ ［
ア ト
の

題 だ と思 うこ と、参 加

動機 、満 足 度、今 後

〜1t30

の 活 動 に 対 する参 加

者 の 意 職 等

3．結果と考察

（1） 日本の 緑化ボラ ン テ ィ ア 団体の 形 成 過程

　中国で緑化活動を行 っ て い る 日本の緑化団体の形成過

程は、高橋智子 の 文献を参考に して活動状況か ら次 の よ

うに分けた 1）。それぞれ調査研究期 （1984〜1990年）、

団体創立期 （1991〜 1999年）、団体拡大期 （2000〜2005

年）の 3つ の時期に分けて呼称するこ ととした。

　中国で は 1978年三北防護林プ ロ ジェ ク トがス ター ト

し、1982年か ら全民義務随樹運動が始まっ た。（政治面

で は 「改革開放］ とい う政策が 1978 年か ら実施 されて

お り、同年 中日平和友好条約が締結 された） 日本側に と

っ て中国に対す る緑化協力 へ の諸条件が整 っ た時期とな

り、 調査研究期が始ま っ た。こ の 時期に中国で の緑佃舌

†
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動に参加した 日本の人たちは、調査研究を目的とした研

究者や関係団体に限られてお り、緑化 ボラ ン テ ィ アの 参

加 は 限定的なもの で あっ た，

　 日本で最初の 中国の 乾囃絲剥匕団体である 目本砂漠緑

化実践協会が 1991 年成立 し、これ を機に団体創立期が

始ま っ た D 同年目本で初めて 「緑 の 協力隊」36人の 緑化

ボ ランテ ィア を中国 ・内モ ン ゴ ル 恩格貝に派遣した、こ

の こ とをきっ かけに 目本で緑化ボラン テ ィアを中国に派

遣する緑化ボラ ン テ ィ ア団体が次々 に成立 し始めた 。

1999年ま でに中国で緑化活動を行 っ て い る団体数は 29

団体であっ た 。

　 中国では 1998年長江大洪水 を契機に、2000年 か ら退

耕還林 ・還草プ ロ ジ ェ ク トが全国で実施され、団体拡大

期を迎 えた。 日本で は 小渕恵三元総理大臣の 提案によっ

て 100 億円規模の 日中民間繍 匕基金が設立され 、 2000

年か ら各民間緑化団体へ の交付が始められた。目中緑化

交流基金 （いわゆるノ」唹鏖 金）の助成を受けて 、 様々 な

組織形態 の 団体が中国での 植林活動に取り組み始め た。

団体数は 正999年の 29 団体 か ら、2  年には 52 団体、

2005年に は 93 団体と急激 に増加 した。（図一1）

（2）中国政府 、 日本政府が取 り組む中国で の 緑化政策

　中国政府が取り組む緑化政策は全民義務植樹運動、 三

北防護林プ m ジ ェ ク ト、退耕還林 ・還草プ ロ ジェ クト、

生態環境建設プロ ジェ ク ト等がある。 全民義務植樹運動

は、登B小平の 提唱によっ て、1982 年か ら中国全国で実行

した 「男 11へ60歳 、 女 11〜55歳まで の 住民は 、 植林適

齢公 民 と して 、
一

人毎年 3〜5 本植林する こ と、 もし く

は 、 相当労働量の他の緑「匕活動に参加するこ と］ を公民

の 義務と決 めた政策で ある。 退耕還林 ・還草プ ロ ジェ ク

トは、1998年夏に長江で 44年ぶ りとい う大洪水が起き、

状況を重く見た中国政府は、1999 年か ら10年計画で斜

度25 度以上 の 畑や草地を森林・草原に戻すとい う植林プ

ロ ジェ ク トを実施した。三 北防護林プロ ジェ ク トは、砂

漠化 の 防除 と土壌流出 の 防止 を目指 して、1978 年 11月
25 日にス タ

ー
トした

一
大生態プ ロ ジ ェ ク トで あり、対象

地域は 三北地区 13 省 （自治区
・直轄市含む）の 551 県

（旗 ・市 ・区含む）で、国土 の 42．4％を占める広大な地域

である。生態環境建設プ ロ ジェ ク トは、1998 年か ら 50

年か けて、適切な土地に樹木と草を植え 、 砂漠化を瞑沚

し、 水土流失を治めるなど、 生態劉竟が悪化する こ とに

驪 韈
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 年 澄

図一1　 日本の対中国緑化団体の 団体数推移

粛止めを掛けよ うとするプ ロ ジ ェ ク トで ある、

　 日本政府が中国に対 して行 っ てい る代表的な緑化敏策

は 、 日中緑化協力委員会が運営して い る
“
小渕基金 で あ

る。2000年か ら助成を始めた小渕基金によ り、日本の緑

化団体は団体創立期か ら団体拡大期を迎えた 。 小渕基金

は申国で緑化活動を行っ て い る各緑化団体の 発展 に重要

な役刮を果た した。

　（3）活動形態別の 日本の緑化ボラン テ ィ ア 団体の現状と

講

　 日本の 緑化団体の 活動を形態別に実務体験型参加、技

術協力型参加、資金供与型参加に分けてそれぞれの現状

と課題を分析し 、 考察 した 。

　（i）実務体験型参加 で は、中国で の緑化ボラ ンテ ィア

参加者　35 人に対するア ン ケー ト調査に より、中国で の

緑化ボラ ン テ ィ ア参加者の 意識を把握した。

　緑化ボランテ ィ ア の中国で の緑化活動に参加する目的

を複数回答でもらっ た結果、
「中国の緑化活動に協力する

ため」 とい う理 由が 26人 （33％〉と最も多く、次に 「体

験や きっ か け作り」 が 13 人 （29％）となっ た。

　緑化ボラ ン テ ィ ア の 立場か ら見る緑化活動の 中に存在

す る課題 と して、「植林活動の た め の資金 」が 11人 （31％）

で あ り、 次に 「植林後の 管理 」 と 「現地住民 に対して の

環境教育」 がそれぞれ 8人 （23％）と同数を示した 。

　緑化ボラン テ ィ アが中国側に期待することとして 、
「植

林後の管理」 を望む声が 32 人 （91％） とほとん どを占

め、その 他 と して r’ma の 提供」 と 「場所の 提供」 の 回

答があっ た
。

　緑化ボラン テ ィ ア の 今後の 活動 に対する参加意欲 の 調

査結果は、「今後の 緑化活動に是非参加 した い 亅とい う高

い参加意欲が 22 人 （62°

／・）見る こ とができ、次に 「今

後も参加して もい い 」 と答えた人が 10 人 （29％）で あ

っ た。

　 「中国 の 緑化活動 に協力す るため」 とい う参加 目的が

上 位 とな っ た理 由は、日本の 緑化ボラ ン テ ィ アはただ 日

本国内の 緑化問題だ け考え るの で はなく、中国 の 緑 化に

も関心がある こ とを表 して い る。匚植林ための 資金」が課

題になっ た背景には、緑化活動における資金問題 の 重要

性 を現地で学んだ こ とが
一

因 に な るの で は な い か。ま た、

課題 として、「植林後の管理 」が一番多か っ た 理 由は、日

本の緑化ボラン テ ィア は形式的に緑化活動に参加したの

ではなく、自分が資金 と労働力を費や した緑化成果を守

りた い とい う意志が表 した の で はない か と考える。

（li）技術協力型参加では、各団体に対するイ ン タ ビ ュ

ー調査によ り次の よ うなこ とが把握できた 。 目中緑化協

力委員会が派遣した専門家の 状況 は 2001年か ら2005年
まで合計 15 回、26名であっ た。 日本産業開発青年協会

は 1991 年か ら 2004年まで専門家を毎年 2 回、 各回 2名

で、13年間に合計26 名を中国に派遣 した 。

　日中緑化協力委員会の 担当者による と、中国と 日本の

自然条件、制度 、 文化、環境、歴 史などが違 うの で技術
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協力 は困難 を伴 うとい う回答を得た。H本側にとっ て小

渕基金は税金を使 うため 、 助成した緑化畜業によっ て森

林造成を図る こ とが
一

番重要な 目的で あり、その た め森

林造成により効率的な方法（い ろい ろな種類の 木 を植え、

混植が森林の 病虫害の 防止 に効く）を技術提供 して い る。

しか し、 型 也住民 に とっ て経済的な問題が
一

番重要な こ

とで あり、
一

っ の樹種 （ポプラ）を植え、林相が単純過

ぎてい るケ
ー

ス が多い 。中国政府の 政策として針広混交

林を進 め て も 、

一部の 地方で は よ く実施され て い ない 状

況 で ある。

　内モ ン ゴ ル 伊金霍洛旗 攻府 の 担当者に よ ると、日本に

は目本 の 専門家が い て、中国にも中国の専門家がい る 。

地元では現在の 段階で樹木を選ぶ時、適地適木で植えや

すく、費用が安い樹木を選択して植樹する。ポプラは現

地 の 適地適木であり、植える費用も管理費用も松などの

針葉樹より安い の が現実で ある 。 針葉樹を植える時、 根

に母土を付けたまま植樹しなければならない し、管理 も

ポプ ラより手問がかかる。そ の た め、ポプラ と半灌木を

植 えるケ
ー

ス が多い。

　以上 の こ とか ら技徐脇 力する中で、存在する課題 とし

て 日本側 は森林造成に重点を置い て お り、中国側は経済

的な効率に重 点を置く両者の 基軸に違い がある こ とがわ

かっ た 。 即ち、日本側が考える緑化の 方向と中国側の緑

化の 進め方 の 違い が問題である。

（丗）資金供与型参加 で は、日中緑化協力委員会に対す

る イ ン タ ビ ュ
ー調査に より以下 の こ とが明確になっ た。

小漢崕 金の 実績 と して助成事業が中国の 23省 ・自治区
・

市の 広範な地域にお い て実施され、これ まで実葹した プ

ロ ジェ ク ト総数は 233プ ロ ジェ ク ト、助成金額総額は 20

億円余りを数え、総値林面積は約 22
，
000haとなっ てい

る。課題として毎年増える植林地の 管理 を挙げてい 鵡

ノ1横鏖金 の詳細な実績は 図
一2 の通 りで ある。

　以上 の よ うに ノ亅横 1基金は 大 き な実績を あげて い るが、

現地 に入 っ て い る 日本の 緑化ボ ラ ン テ 4 ア団体や中国訪

日団の イ ンタ ビ ュ
ー調査にもあるよ うに、資金問題は中

国の緑化活動の 中で、まだ不足 して い るようだ。

（4）日本の緑化団体活動事例に見る緑化の現状と課題

　緑化ネ ッ トワ
ー

クな どの 五つ の 緑化団体に対して イ

ン タ ビ ュ
ー
調査 お よび団体に 対する ア ン ケ ka ト調査 に よ

．＝FM 　600 ．oeo

　 　 Soo ．酵oo400

．000300

、00駐

2ao ．goo

2eOO 年 　 2001 年 　 2002fi 　 IOO3 年 　 2004 年 　 2005 年

　 　 　 　 　 　 隼度 （棠件 徹 ）

図
一2 小渕基金 の助成金額の推移と助成案件数
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り、 下記 の こ とが把握できた 。 緑化活動 の 中で
一
番必要

だと思われ る こ と、
一
番足 りな い と思われ る こ と、

一
番

難 しい こ とな どの 設 問にっ い て は資金 とい う回答が 上 位

とな っ た。即 ち、多くの 団体が資金 を課題 と して い る こ

とが把握で きた。次い で、各団体は植林後の管理 を共通

の 課題 としてい た。イ ン タ ビ ュ
ー
調査を行っ た 5団体の

緑化活動の現状と課題の詳細は表一2の通 りとなっ た。

　この よ うに植林面積は増えてい るが、植林後 の 管理が

課題で あ り、現地住民の緑化に 対する意識の 低 さが
一

因

となっ て い る。そ の ほ羽 こ も現 地の若者達が村を離れて

出稼ぎに行っ た こ と によ る若い 労働力が不足 して い る こ

とを背景に 、 植林後の管理が困難で あっ たとも考えられ

る 。

4．日本の緑化ボラン ティ ア団体活動の役割

　日本が緑化支援をして い る地域の 行政官や住民 の 代表

が訪日 した際に 、 日本緑化団体の役割に つ い て イ ン タ ビ

ュ
ーを行 っ た。 日本の緑化ボ ラ ン テ ィ ア がわざわ ざ休暇

を利用して 、中国で緑化ボ ラ ン テ ィア活動をする こ とに

よっ て、現地住民は刺激を受け、他の緑化活動にもすす

んで参加するよ うになっ たと評価して い た。

　日本の 緑化ボラン テ ィ ア団体が緑化した植林地がモ デ

ル植林地になっ て、それを見に来る見学者が増えたこと

が各団体に対するイ ン タ ビ ュ
ー

調査か ら把握できた 。

　以上の 点か ら、日本の緑化ボラ ンテ ィ ア団体活動の役

割は中国緑化の 中で現地住民 の 環境意識 を高める面で
一

定の 役割を果た して い る こ と と言 え る。

5．おわりに

　本研究は中日緑化活動を進めてい くために、緑化ボラ

ン テ ィ ア参加者、 緑化活動組織者、中国側など三つ の視

点か ら、中国緑化ボランテ ィ ア団体活動の 中で、存在す

る現状と課題 を明 らか に した。成果を ま と め る と、下記

の ような結論となる 。

　第
一

に、活動形鸛 「1の 日本の 緑化団体の 現状と課題を

明らかにした。そ の 結果、実務体験型で は、日本 の 緑化

ボラン テ ィ アは中国での緑化活動に労働力と資金 を提供

して お り、緑化した場所の 継続的な管理 を望ん で い る，

中国現地住民 と 日本 の 緑化ボ ランテ ィ ア が交流す る こ と

に よ っ て、中国現地住民が他の 緑化活動にもすす ん で参

加するよ うになっ た。継続的な緑化管理 に向けて こ うし

た交流の 拡大が必要だと思 う。また、中国側が取 る対応

として、中国の 砂漠化 の 状況や緑 地の 回復、国家お よび

地方自治体の 取り組みを整理 し、情報提供を行っ た ら、

中日緑化協力活動を進める
一
助になるだろ う。

　資金供与型参加では 、 毎年増える植奉棲彑の 管理 が 、 資

金参加 で 取 りあげた ノ亅睇蹙金を運営 して い る 日中緑化協

力委員会の 課題であるこ とがわか っ た。技術協力型参加

で は、日本側は森林造成に重 点を置い て お り、 中国側は

経済的な効率に重 点を置い て い るとい う差異が明らか に
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表一25 団体の緑化活動の現状と課題に つ い て の イ ンタビュ
ー調査の結果 （2006年）

　　　団体名

項 目 日本産業開発

青年協会

青樹会 緑化ネ ッ トワーク 日 本砂漠

実践恊会

地球緑化

セ ンター

活 動 開 始 年

（年） 1993 1998 2000 1991 1993
活動 目的 地球の 自然が今日

を守る

自然環境保護は地

球全体の課題

砂漠阻止 、 植林

地球環境保全

日中の友好牡民の

自立 と自助努力を

支援

緑化を必要と し 、

かつ 緑化する価値

のある場所 での 活

動、地域住民に対

する適 切な支援、
協力、支援の 主体

で ある 日本人の積

極参加

砂漠開発ぱ世界

平和へ の道

地球緑化を目指

す、緑の ボラン

テ ィア を育て る

こ と

活勦対象地 シム ラニ ン 高原

フ フホト郊外

クブチ砂漠

オル ドス台地

ホル チン 砂漠

内モ ン ゴ ル赤峰市

翁牛特旗鳥蘭敖

ホル チ ン砂漠 内モ ン ゴル恩格

貝

内モ ン ゴル伊金

霍洛旗
重慶市江津市

河北省豊寧県

活動参加者

　累計 （人） 260 335 1465 8118 1906

活動実績

本数 （本）

面積 （ha ）

活着率 （％）

7，061，000
　　4，889
　 70−85

224，710
−

　 7−70

　　 3，225，600
　　　 1160，2
．　　　 57，6

3，539，267
　　 −

　　　 80

30，070，000
　　　4477
　　　　85

活動概要 中国で の緑化活動

中国黄砂対策活動

植林ボラ ンテ ィ ア

派遣

春の植樹

夏の革方格

春夏の水田周囲保

護林帯建設

植林ボラ ンテ ィ ア

濺

中国ホル チ ン ［ユ

ニ ッ ト植林］実施、

［緑化隊の旅］砂

漠緑化ボラン テ ィ

ァ派遣、会報 ［fr 
green　network］
発行

砂漠緑化事業

専門家やボラン

テ ィア派遣

砂漠緑化普及啓

蒙活動

黄河流域砂漠植

林ボラン テ ィ ア

長江流域植林ボ

ラ ン テ ィ ア

豊寧県砂漠植林

ボランテ ィ ア

団体の課題 植林後の管理 、資

金のため
一

つ の場

所で 3 年以上続い

て 植林するのが難

しい

資金、植林後 の管

理 、 現地住民との

関係改善

団体が求め て い る

緑化と地元 の 人々

が求めて いる緑化

が異なる、植林地

の 管理

資金、植林地の

管理

植林後の 管理、
団体機能の充実

な っ た。即 ち、目本側が考え る緑化の 方向 と中国側の緑

化 の 進め方に違い が見 られ鳥 こ の よ うな緑化 の 方向性

の 違い は 、 中日両国専門家の 自然に対する考え方 、 価値

観が異なるため、緑化目標の立 て 方や、仕事の進め方に

対する理解の不
一
致が背景に あるもの と考えられる。

　第二 に、団体活動事例に見る緑化団体活動の 現状と課

題を明らか に した。そ の 結果、緑化後 の 管理 が各団体の

共 通 の 課題 で あ り、資金面 で 苦労 して い る団体 が多い こ

とが明確になっ た。中国側が取るべ き行動として、現地

住民 の緑化意識を高めて植林後の 管理をしっ か りする必

要がある。植林する際に大量 の経済林 （果樹園等）を造

り、地元住民 の経済自立化を進 め、若者が出稼ぎに出て

しま うこ とによる労働力不足を解決する必要があ る と考

え る。

　第三 に、日本の 緑化ボ ラ ン テ ィア団体活動が 中国緑化

の 中で果た して い る役割の 成果として、日本 の 緑化ボラ

ン テ ィア団体活動の 協力に よ り、現地住 民が徐々 に緑化

に取り組み始めてい ることが読み取れ るとい う結論に達

した。

　本研究で は対象団体が主に内モ ン ゴル で活動を行 っ て

い る繍 匕団体で あっ たため、砂漠緑化活動を中心 に活動

を行 っ て い る団体の 現状と課題の 研究に留まっ た。今後

の 課題 と して 中国 に おける日本 の 緑化団体 の 現状と課題

を全面的に把握するた め には、様 々 な緑化団体を対象 と

して調査する必要があ り、 そ の課題に対する解決策へ の

検討も必要だと考えられる。
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